
「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関する実施計画」の実施状況について 

平成 26 年 2 月 28 日 

内閣官房行政改革推進本部事務局 

独立行政法人の職員宿舎については、「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関する実施計

画」（平成 24 年 12 月 14 日行政改革担当大臣決定）に基づき各法人において見直しを実施し

ているところです。同実施計画では、見直しの進捗状況について毎年度フォローアップを行

い、これを取りまとめて公表することとしております。 

今回、各省・法人からの報告を受け、平成 25 年 9 月末時点の進捗状況について、以下の

とおりとりまとめましたので、公表いたします。 

宿舎戸数の見直しの進捗状況 

１．計画に記載された宿舎の廃止状況 

全法人の宿舎戸数：約 30,700 戸 

→実施計画における削減予定数約 8,100 戸に対し、約 4,000 戸を削減済み 

時 点 宿舎戸数 約 34,700 戸からの減少累計 

平成 24 年 4 月 約 31,900 戸 約 2,900 戸 

平成 25 年 9 月 約 30,700 戸 約 4,000 戸 

注１：四捨五入の関係で合計が一致しないものがある。  
注２：実施計画の（別紙）「廃止する宿舎の一覧」のうち、既に廃止した宿舎は別添２の

とおり。 

２．法人の業務内容の変更や人員配置の変化等により必要となる宿舎戸数の増減が

生じたものの状況 

実施計画策定後、必要となる宿舎戸数の増減が生じたものは別添１のとおり。 

○「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関する実施計画」（H24.12.14）のポイント

・独立行政法人の宿舎戸数約 34,700 戸から、5 年を目途に約 26,600 戸まで、約 8,100

戸（▲23.4%）を削減。 

・宿舎の廃止による国庫納付対象資産の規模は、計画策定時の見込みで概算で合計する

と約 250 億円程度。 

・宿舎使用料については国家公務員宿舎の引上げも参考にしながら、各法人ごとに決定。
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３．国庫納付見込資産及び国庫納付実績 

①国庫納付実績：約 116 億円（金銭納付:約 91 億円、現物納付:約 25 億円（簿価））

時 点 合計 うち金銭納付 うち現物納付（簿価）

平成 24 年 3 月まで 約 48 億円 約 28 億円 約 20 億円 

平成 24 年 4 月～ 

平成 25 年 9 月 
約 69 億円 約 64 億円 約 5億円 

合 計 約 116 億円 約 91 億円 約 25 億円 

注：四捨五入の関係で合計が一致しないものがある。 

②今後の国庫納付見込資産：約 240 億円（簿価）

宿舎使用料の見直しの進捗状況 

１．宿舎使用料の設定状況 

平成 25 年 9 月現在、いずれの法人も「検討中」と回答。 

（財務省は、平成 25 年 12 月に「国家公務員宿舎使用料の見直しについて」を公表。） 

２．宿舎に係る収支の状況（24 年度 全法人計） 

収入 約 41 億円 費用 約 92 億円 

注：上記の費用は、宿舎に係る費用約 120 億円から借家権相当額を控除したもので

ある。 
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（別添１） 

法人の業務内容の変更や人員配置の変化等により 

必要となる宿舎戸数の増減が生じたもの 

○必要となる宿舎戸数が増加したもの（92 戸増）

所管省庁 法人名 宿舎名 

厚生労働省 労働者健康福祉機構 宿舎 

厚生労働省 国立病院機構 
あきた病院宿舎 

岩国医療センター宿舎 

○必要となる宿舎戸数が減少したもの（55 戸減）

所管省庁 法人名 宿舎名 

厚生労働省 国立病院機構 福山医療センター医師宿舎 等 

農林水産省 森林総合研究所 富良野１ 等 

経済産業省 
新エネルギー・産業技術
総合開発機構 

宿舎 

原子力規制委員会 原子力安全基盤機構 宿舎 

注１：人事異動に伴う一時的な増減を除く。 

注２：宿舎名の欄に単に「宿舎」と記載しているものは、借上宿舎の貸主のプライバ

シー保護等の関係上、宿舎の名称を伏せたもの。 
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（別添２）
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